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住民監査請求に係る監査の結果 

 

 

第１ 請求の受付 

 １ 請求書の受付日  

令和２年６月３０日 

 

 ２ 請求人 

久次米 尚武 

 

３ 請求の内容 

請求人の徳島市職員措置請求書（以下「本件請求書」という。）、添付の事実証明

書及び陳述の内容によると、本件請求の要旨は概ね次のとおりである。 

 

旧徳島市立文化センター跡地の徳島県名義となっている土地（以下「本件土地」と

いう。）は、徳島市（以下「市」という。）の令和２年３月市議会報告資料「新ホー

ル整備事業について」及び別冊資料「旧文化センター跡地の県名義の土地にかかる資

料」により、市有地であることが明白である。 

このことは、市が当該資料を送付し、意見を依頼した土地の専門家である横浜国立

大学の板垣勝彦准教授（以下「板垣准教授」という。）及び早稲田大学の山野目章夫

教授（以下「山野目教授」という。）も意見書の中で明らかにしている。 

板垣准教授の意見書には、①昭和３４年９月２６日に徳島市議会が議決した内容の

「協定」が県と市の間で締結されたことにより、本件土地の所有権は市に移転してい

る。登記が県名義になっているのは、「協定」に基づいて行われるべき所有権移転登

記に協力する義務を、県が履行していない、というだけのことである。②昭和３９年

８月２５日には、市は所有の意思をもって本件土地の占有を開始し、占有開始から２

０年が経過した昭和５９年８月２５日には、本件土地の所有権を時効取得した、と記

述されている。 

また、山野目教授は国土審議会委員等、多くの役職を担っている土地問題の第一人

者であるが、その意見書で「市は時効援用の意思表示をすることにより、本件土地の

所有権を取得することができる」とし、「市から県に対して、口頭でも内容証明郵便

でも時効援用の意思表示をした段階で、県は所有権を失う」と、結論付けている。 

以上のとおり、本件土地が市有地であることは明らかであるが、未だに県名義のま

まの状態で、時効取得の手続さえ行われておらず、この不作為には違法、不当に市有

地の財産管理を怠る事実があると言える。 

   さらに、市が市有地である本件土地を市に名義変更せずに放置していることは、市

に甚大な損害を与えており、徳島市の財産を守るため、即刻、市長が、県に対し、本

件土地の時効援用の手続をとることを請求する。 
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４ 事実証明書 

本件住民監査請求（以下「本件請求」という。）において請求人から提出された事

実証明書は次のとおりである。このうち上記請求の要旨を補足するため、①、②、⑦

及び⑧を文末に添付した。 

  ① 板垣准教授の意見書「旧文化センター跡地の県名義の土地の所有権について」

（令和２年３月３日付け） 

  ② 山野目教授の意見書「徳島市旧文化センター跡地の土地の事案に係る法律関係の

考え方」（２０２０年３月２６日付け） 

  ③ 徳島新聞の記事（令和元年１１月２日付け） 

  ④ 同（令和元年１１月９日付け） 

  ⑤ 同（令和２年３月２４日付け） 

  ⑥ 同（令和２年３月２６日付け） 

  ⑦ 令和２年３月市議会提出資料「新ホール整備事業について」 

  ⑧ 令和２年３月市議会提出資料別冊「旧文化センター跡地の県名義の土地にかかる

資料」 

  ⑨ 請求人陳述資料 

 

５ 請求の要件審査 

   本件請求については、地方自治法（以下「法」という。）第２４２条の所定の要件

を具備しているものと認め、令和２年７月７日にこれを受理した。 

 

第２ 監査の実施  

１ 監査対象事項  

本件請求書の記載事項及び事実証明書の内容から、本件請求の監査対象事項を次の

ように解した。 

⑴ 本件土地が市の所有に属する財産であるといえるか。 

⑵  市が、本件土地について時効援用の手続を行わないことが、違法又は不当に市有

地の財産管理を怠り、市に甚大な損害を与えているといえるか。 

 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述  

法第２４２条第７項の規定に基づき、証拠の提出及び陳述の機会を設け、令和２年

７月２０日に請求人から陳述を受けるとともに、事実証明書の追加提出があった。 

   また、本件請求の趣旨を補足する陳述内容は、概ね次のとおりである。 

    

多くの市民、県民が新ホールの早期建設を期待している中で、市長は、就任して既

に３か月にもなるにもかかわらず、本件土地問題について何もしていない。そのため、

新ホール建設がなかなか始まらず、市民、県民からすれば市に損害を与えていると言

うしかない。また、本件土地が市有地であるのに何もしないということは、市長が市

有地の所有権の侵害を認めていることになるのではないか。速やかに県に対し内容証
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明郵便により時効取得（援用）の手続をしてほしい。 

 

３ 監査対象課 

  市民環境部文化振興課を監査対象課とし、関係書類の提出を求め、調査を行うと

ともに、令和２年７月２０日に市民環境部長、文化振興課長その他関係職員から事

情聴取を行った。 

 

４ 監査対象課の説明  

  ⑴ 旧徳島市立文化センター（以下「旧文化センター」という。）の敷地について 

① 旧文化センターの敷地（現在の跡地）の内容 

  旧文化センター跡地を構成する土地は、現在の登記簿上、市名義の徳島町城内

１番２０及び同地南側道路敷（未登記）の２筆と、本件請求対象の県名義である

徳島町城内１番２５、同１番３０、幸町１丁目２番１３、同２番１４の４筆の計

６筆である。 

名義 地番（徳島市は略） 地目 
数量（㎡） 

公簿 

市 
徳島町城内１－２０ 宅地 2288.05 

同上南側道路敷(地番なし) － － 

県 

徳島町城内１－２５ 宅地 655.50 

徳島町城内１－３０ 雑種地 160 

幸町１丁目２－１３ 宅地 641.39 

幸町１丁目２－１４ 雑種地 163 

このうち、市の公有財産台帳に行政財産として登録されている土地は、徳島

町城内１番地（代表地番１－２０）で、「昭和３８年９月２６日」に異動があり、

「公園用地を使用（2,288.05㎡）」と記載されている。 

 また、市資産税課作成の土地台帳（固定資産台帳）には、徳島町城内１－２

５、幸町１丁目２－１３について、所有者を「徳島県」、沿革事由を「昭和４

４年９月３０日地番設定」と記載しており、課税担当部署では登記名義が県で

あることを確認していたと考えられる。 

② 本件土地ができた経緯 

本件土地ができた経緯は、当時の市議会の資料や新聞記事を確認したところ、

昭和３６年に幸町の立体交差道路建設の際に、市が公園用地を道路用地として提

供する代替地として、県から市へ無償譲渡される目的で、県が寺島川の剣先橋か

ら徳島橋までの部分を埋め立てたこと、また、昭和４２年頃に埋立地の利用につ

いて県市で協議会を設置し決定することに合意し、新たに寺島川の徳島橋から新

町川までの部分を埋め立てたことによるものである。 

③ 本件土地の管理状況 
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   本件土地を含めた旧文化センター跡地は、遅くとも昭和３７年４月（旧文化セ

ンター着工時）から現在までの間、市が管理していた。なお、一時的に本件土地

の一部を工事車両置き場として県が事業者に貸し付けたことを確認しているが、

令和２年４月以降はその貸付も終了し、引き続き市が管理している。 

 ④ 本件土地の所有・使用関係を巡る県との交渉・協議 

  ア 平成３０年７月１９日に、前市長が知事を訪問し、旧文化センター跡地で新

ホールを整備する場合には、県名義の土地を引き続き無償使用させてもらえる

ことを確認したことを受け、同年８月に、旧文化センター跡地を新ホール建設

予定地として決定した。 

  イ 令和元年７月３１日の協議において、県から無償借地以外の選択肢を検討す

るよう要請があった。 

ウ 令和元年８月に、本件土地の譲渡に関する昭和３４年の新聞記事を発見し、

市議会の資料から、本件土地の譲渡に関する議決がなされていたことを確認

したため、同年９月１３日に、前市長が知事に資料の存在を伝えるとともに、

土地の由来を踏まえて引き続き無償借地させてほしい旨を申し入れたが、

「県有地である」として受け入れられなかった。 

  エ 令和元年９月１７日に県から、無償借地ではなく、土地交換が最善とする要

請があり、市は同月３０日に土地交換とする方針に切り換えた。 

オ 令和元年１１月１日に、県との土地交換協議が停止された。 

カ 新ホール整備事業が中断する中、「県所有地の帰属問題をはじめ、市側から

納得できる具体的な説明がない限り、軽々と協議を再開しないこと」等を求

める県議会議決に対応するため、客観的な立場の専門家からの意見が必要と

考え、令和２年２月に、行政法の専門家である板垣准教授と、民法の専門家

である山野目教授に意見書の作成を依頼し、同年３月３日に板垣准教授から、

同月２６日に山野目教授から意見書を提出していただいた。 

キ これまでの調査結果や専門家の意見を踏まえ、同年３月１９日に、本件土地

は市有地であるという考えのもと、県に対して市への所有権移転登記手続へ

の協力を依頼したが、県からは「県の認識と異なる」として、同月２４日に

依頼を不受理とする通知があった。 

        

⑵ 本件土地の権利関係等に関する市の認識について 

① 本件土地の権利関係に関する市の認識 

昭和３６年に市が作成した「文化センター建設計画」及び同３７年の建築確

認申請書には「市有地」と記載していることから、その時点では市が本件土地を

「市有地である」と認識していたと考えられる。ただし、昭和４４年に県が本件

土地を登記した際に、市への移転登記を求めた形跡が無いことや、固定資産税の

土地台帳に所有者を「徳島県」と記載している事実も存在する。 

     また、過去に市と県の間で、本件土地の使用関係を根拠付ける契約・合意・ 

協議書等の存在は確認できていない。 
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② 昭和３４年９月２６日の徳島市議会議決第９９号「徳島都市計画街路元町安宅

線（立体交差）施行に伴う協定について」の効力 

令和２年３月に市が県に所有権移転登記手続を求めた時点において、市は協

定書の原本は確認できてないものの、市議会議決や当時の新聞報道の存在、当該

協定内容が順次履行されているという事実から、協定は締結されており有効であ

ると考えられると主張した。一方、県は、土地譲渡に係る県議会の議決が得られ

ていないことや、当時、県が財政再建団体であり、土地を無償譲渡するには国の

指導を仰がなければならない状況だったこと等から協定は締結されておらず、無

効であると主張している。 

③ 本件土地を県が保存登記し、市に名義変更されていないこと 

   前述の協定によると、本件土地は公有水面埋立法の規定に基づき、まずは埋立

許可を得た県名義で登記されることになるが、県から市に譲渡されるのであれば、

その後、市に名義変更が行われなければならない。 

本件協定が有効に成立していれば、単なる登記漏れということになり、県が

市に名義変更しなければならないが、協定が成立していなければ、県名義とな

っている現状が正しい状態ということになる。現在は、協定の成立等について

改めて調査、検討を進めているところである。 

④ 本件土地の時効取得に対する市の考え方 

時効取得の要件のうち自主占有であったかどうかについて、市が２０年以上

占有してきたことは明らかであるが、時効起算点となる埋立て竣工時の昭和３９

年時点における市の認識は定かではない。 

さらに、市はこれまで長年にわたり「本件土地は県有地であり、市は無償借

地している」という認識に基づき、真の所有者であれば通常はとらない態度を取

り続けてきたことは、時効援用を阻害する要因とも考えられる。そのため時効取

得の可否を明確にするにはさらに調査が必要であり、その調査結果を踏まえて時

効援用を行うべきかどうかについて判断していきたい。 

⑤ 県に対する所有権移転登記手続の請求 

   令和２年３月１９日の時点では、証拠書類等から本件土地の所有権が市にある

ことが推認されるとの認識で、県に対し所有権移転登記手続の協力を依頼したも

のである。現在は事実関係のさらなる調査を進めている段階であり、その結果を

踏まえ、改めて県に所有権移転登記手続の協力を求めるか否かを判断する予定で

ある。 

 

⑶ 本件請求に対する市の主張について 

  本件請求を棄却するとの決定を求める。 

① 本件土地が市有地であるという請求人の主張に対して 

「本件土地は、市が所有している証拠書類により市有地であることが明らか

である」という請求人の主張については、否定する。なぜなら、令和２年３月１

９日に市が土地交換の合意が成立していたと主張し、県に所有権移転登記手続へ
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の協力を求めたことに対し、県は本件土地が県有地であるという見解を示し、市

と県双方の認識が食い違っており、県が主張するように、昭和３４年の土地の譲

渡に関する市議会の議決に対応する県議会の議決の不存在や、市が真の所有者で

あれば通常はとらない態度を示していることなど、市の主張に反する事実も存在

するためである。 

② 土地専門家の意見に対して 

請求人は、本件土地が市有地であることを「２人の土地専門家が明らかにし

ている」と主張するが、当該専門家の意見書は依頼時点で市が所有していた資料

と市の見解のみを元に作成されたものであり、県の主張や資料を考慮したもので

はない。当該意見書を取得した目的は、本件土地の所有権の所在を明らかにする

ことではなく、その時点で確認できている事実関係に基づけば「市の主張が的外

れではない」ということを確認するためである。そのため、山野目教授の意見書

においても、「所有権の移転の登記を請求することができる。」という記載があ

る段落の表題は、「時効取得による市の所有権取得が認定される場合の
．．．．．．．．

解決」と

なっており、それが認定されるかどうかについては言及されていない。 

③ 市が時効取得の手続を行っていない、市有地の財産管理を怠っているという請

求人の主張に対して 

本件土地について、市が時効取得の手続を行っていないことは認めるが、こ

れについて財産管理を怠っている事実があることについては否定する。なぜなら、

前述のとおり、本件土地の所有権の帰属について、市と県の認識の食い違いや、

市の主張に反する事実の存在があり、現在、当該県名義の土地が市有地と言える

のかどうか、次のような事項について再調査、検討を進めるなど、適切な財産管

理に努めているためである。 

ア  県の主張（協定の不成立、市には元々、市有地という認識がなかったこと等）

の検証 

イ 昭和３４年協定の成立、その後の旧文化センター建設等に係るさらに詳細な

調査 

ウ 本件土地を埋立竣工した昭和３９年及び登記された昭和４４年頃の事実関係

の確認など 

④ 本件土地を市に名義変更せずに放置していることは、市に甚大な損害を与えて

いるという請求人の主張に対して 

本件土地問題については、現在、対応を検討している段階であり「放置」し

ているわけでなく、また、そのことによる損害は市に生じていない。  

⑤ 本件土地の所有権の帰属、登記が県名義であることに対する市の現状認識 

本件土地が市有地であることが明らかであるとは言えないと認識している。県

は「県名義で登記した際に市から異論が無かった」、「土地の譲渡に関する県議

会の議決が不存在であり、協定は成立していない」、「本件土地は無償借地であ

った」といった見解を示している。現在は、市においてさらに調査を進めるなど

して、今後の対応を検討しているところである。 
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⑥ 今後の対応・方針 

担当部局としては、市民の芸術文化の創造拠点となる新ホール整備を目指す

とともに、適切な財産管理を行う責任があると認識している。 

新ホール整備事業は、市にとって非常に重要な施策であり、今後は現在進め

ている調査の結果を踏まえて、本件土地問題についての市の方針を定め、市議会

に報告したうえで、県に対し説明を行う予定である。 

 

第３ 監査の結果 

 １ 事実の確認 

⑴ 本件土地の状況について 

    本件請求の対象とされる旧文化センター跡地の県名義の土地は、徳島市幸町の立

体交差道路建設に伴い、県が寺島川埋立てを実施し、徳島県名義で登記されている

土地のうち、旧文化センター跡地の一部で、現在は市が管理している次の４筆であ

ることを、各地番の登記事項証明書により確認した。 

    

 地番 地目 地積 

① 徳島町城内１－２５ 宅地 655.50㎡ 

② 徳島町城内１－３０ 雑種地 160㎡（分筆後） 

③ 幸町１丁目２－１３ 宅地 641.39㎡ 

④ 幸町１丁目２－１４ 雑種地 163㎡ 

 

⑵ 本件土地ができた経緯について 

① 昭和３４年頃までに、県と日本国有鉄道が、交通量の増加に伴う混雑解消を目

的として、市有地である徳島公園を東西に貫く立体交差道路（現在の国道１９２

号線）の建設を計画した。その道路建設に伴い、剣先橋踏切と徳島橋踏切を廃止

し、剣先橋から徳島橋の間の寺島川を埋め立てることになり、県と市の協議の結

果、市は、昭和３４年９月２３日の定例市議会に次の内容の協定書案を提出し、

当該議案「徳島都市計画街路元町安宅線（立体交差）施行に伴う協定について」

は同月２６日に可決された（第９９号議決）。 

 

   当市は、右のことについて徳島県知事と別紙のとおり協定する。 

 

 協   定   書 

 

徳島都市計画街路元町安宅線を別紙設計図のとおり施行するにあたり、日

本国有鉄道との協定を締結するため徳島県知事原菊太郎を甲とし、徳島市長

豊田幸太郎を乙として、剣先橋踏切の廃止等、徳島市に関係する事項につい

て、次のとおり協定書を交換する。 
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  昭和  年  月  日 

 

          甲 徳島県知事 原  菊太郎 

          乙 徳島市長  豊田 幸太郎 

 

一、剣先橋踏切は、立体交差道路の使用開始と同時に廃止することになるの

で、乙は、これに同意するとともに、市議会の議決書を添えて、甲に提出

するものとする。 

二、剣先橋踏切のこ線橋は立体交差工事（別紙設計図のとおり）着手と同時

に撤去したうえで、新しくこ線橋（巾員４米）を設置することとなるが、

工事は甲が国鉄に委託して施行するものとし、この場合、現在のこ線橋を

国鉄より甲が無償譲渡をうけ、これをさらに無償で乙に移譲するものとす

る。 

三、乙は立体交差道路の敷地となる徳島公園の敷地の一部（約485坪85）を、

無償で甲に提供するものとし、この工事の完成に伴い廃止されることにな

る徳島橋踏切附近前後の道路敷（約320坪）は、市道として乙に移管するよ

う甲において措置するものとする。 

なお、甲は寺島川の埋立地（約502坪）を乙に無償で譲渡するものとする。 

四、（以下略） 

 

    また、同日に立体交差道路事業に関連する次の議案が市議会で可決された。 

ア 都市計画街路元町安宅線立体交差道路の使用開始と同時に剣先橋踏切を廃止

することに同意する（第１００号議決）。 

イ 徳島都市計画街路元町安宅線（立体交差）施工に伴い、徳島町城の内と幸町

１丁目３２番の地先寺島川筋（約502坪）の不動産を徳島公園の一部消失によ

る潰地分として取得するとともに、徳島町城の内１の２、１の２０、１の２

１番（公園用地。そのうち485坪85）を徳島県へ無償譲渡する（第１０１号議

決）。 

ウ 徳島県知事から諮問のあった「都市計画街路元町安宅線の立体交差道路築造

により、徳島公園の一部が消失するので、掘さく残土をもって寺島川を埋立

て、公園潰地の回復をはかる」ことを目的とした徳島町城ノ内と幸町１丁目

３２番の地先寺島川筋の公有水面埋立については、これを可と答申するもの

とする（第１０２号議決）。 

   ② 当時の徳島新聞の記事によると、徳島市幸町の立体交差道路建設工事は、総工

費約１億５千万円で昭和３５年２月に着工し、昭和３６年３月に完成した。 

③ 徳島県は、県を起業者とし、「公園の潰地回復」を目的とする寺島川筋下徳島

市徳島町城の内及び徳島市幸町１丁目３２番地先（面積502坪）の公有水面埋立

を昭和３５年１月２９日に免許し、公有水面埋立法第２条の規定に基づき、同年

２月９日付けでこれを告示した（徳島県告示第７２号）。 
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   ④ 徳島県は、上記③と同じ埋立場所について、県を起業者とし、「徳島公園の壊

地回復」を目的とする143坪（472.78㎡）の公有水面埋立てを、昭和３９年３月

２７日に追認し、同日付けでこれを告示した（徳島県告示第１３７号）。 

  ⑤ 徳島県は、徳島市徳島町城内１－２５及び幸町１丁目２－１３について、公

有水面埋立（昭和３９年８月２５日付け）を原因とする登記を昭和４４年１０月

２日に行い、同月２５日に徳島県を所有者とする所有権保存登記を行った。 

     また、徳島市徳島町城内１－３０及び幸町１丁目２－１４について、公有水面

埋立（昭和４５年８月１０日付け）を原因とする登記を同年１２月１日に行い、

同月１１日に徳島県を所有者とする所有権保存登記を行った。 

 

⑶ 旧文化センター建設及び廃止について 

① 昭和３６年に、市は、徳島公園内の徳島市徳島町城の内１番地に「文化セン

ター（仮称）」建設を計画し、同年１１月に市議会で説明した「文化センター

（仮称）建設計画の概要」によると、敷地の所在地である「徳島市徳島町城の

内１番地」は市有地で、面積は4,538㎡（1,362坪）であった。同年１２月２４

日の市議会において、その建設費の追加予算案が可決され、昭和３７年に建設

工事に着手し、昭和３８年４月１４日に開館した。 

② 同センターは耐震診断の結果、耐震の安全性を満たさないとして、平成２７年

４月１日から利用休止となり、平成２９年３月議会定例会で徳島市立文化センタ

ー条例を廃止する条例案が可決され、平成２９年３月３１日をもって閉館となっ

た。平成３０年９月から施設の解体工事が実施され、平成３１年３月に完了し、

更地となった敷地は、引き続き市が管理することになった。 

 

⑷ 新ホール建設計画と候補地決定について 

① 市では、旧文化センターの老朽化や市民からのより大規模な音楽・芸術施設の

要望に基づき、１９９０年代から新たな音楽・芸術ホールの建設、施設の候補地

の検討が行われてきたが、新ホールの建設候補地は、当初の旧徳島市立動物園跡

地から、新町西地区市街地再開発事業との一体的な整備へと変遷をたどり、整備

計画が進められた。 

② しかし、平成２８年３月の徳島市長選挙において、新町西地区市街地再開発事

業の新ホール建設に反対の立場を主張した遠藤彰良氏が当選し、市は新町西地区

市街地再開発事業の新ホール建設事業計画から撤退して、旧文化センターの耐震

整備も含めて新ホールの整備案を再検討することとなった。 

③ 平成２８年度から２９年度にかけて、市は、 

ア 旧文化センター跡地 徳島町城内１番地（敷地面積  約4,538㎡）  

イ 徳島駅西側駐車場  寺島本町西１丁目（敷地面積  約4,866㎡） 

ウ 旧動物園跡地  中徳島町２丁目（敷地面積  約18,879㎡） 

の３か所を新ホール建設候補地として選定し、検討した結果、平成２９年５月に

徳島駅西側駐車場を建設候補地に決定した。 
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④ しかしながら、事業費が高額であることや整備スケジュールの問題から、平成

３０年８月、徳島駅西側駐車場での新ホール整備案を見直しすることと判断し、

同年９月市議会で、新ホール建設候補地を旧文化センター跡地とすることを報告

した。 

前市長の令和元年１２月９日市議会答弁、令和２年３月市議会の総務委員会

資料によると、この建設候補地の決定に当たっては、平成３０年７月１９日に、

前市長が知事を訪問し、旧文化センター跡地で新ホールを整備する場合には、敷

地内の県名義の土地を引き続き無償使用させてもらえることを確認したとされる

が、知事は、令和元年１２月５日の県議会で「その場で無償貸与を確約などでき

る状況にはなかった」と答弁し、市の主張を否定した。 

 

⑸ 旧文化センター跡地の使用権に関する市と県との協議について 

① 令和元年９月市議会の総務委員会資料によると、市は、旧文化センター跡地で

新ホール整備事業を推進するため、平成３０年１０月から、県と県有地の使用に

ついて協議を開始した。同年１２月市議会では、新ホールの整備方針を示し、２

０２３年度の開館を目標とするスケジュールで基本計画の策定、事業者の選定等

を行うことを説明した。 

② 市は、平成３１年３月議会にて、新ホール整備基本計画の素案を発表した。ま

た、市と県は、同年３月２８日に旧文化センター跡地の現地において、土地の状

態等の確認を行い、翌２９日、平成３１年度における本件土地の使用・利用に関

する協議を行った。 

③ 令和元年９月市議会の総務委員会資料によると、市は、本件土地を新ホール敷

地として使用するため、無償借地を前提に県と協議を進めてきたが、令和元年７

月３１日の協議で、県から無償借地以外の選択肢を検討するよう要請があった。 

④ 前市長の令和元年１２月９日市議会答弁及び令和２年３月市議会の総務委員会

資料によると、市は、本件土地に関する由来等について調査していたところ、令

和元年８月に、本件土地の譲渡に関する昭和３４年の新聞記事を発見し、市議会

の資料から、昭和３４年９月２６日に本件土地の譲渡に関して、「徳島都市計画

街路元町安宅線（立体交差）施行に伴う協定について」（第９９号議決）等の議

決がなされていたことを確認した。 

⑤ 令和元年９月１７日付けの県土整備部都市計画課長から市文化振興課長にあて

た事務連絡「旧徳島市文化センター跡地の県有地に係る検討について（依頼）」

により、県は市に対し、「有償借地」及び「購入」又は「無償譲渡」ではなく、

「交換」が最善であると考えており、土地の交換の具体案について速やかに協議

を行いたいため、早急に県有地との交換について検討し、９月末までに検討結果

を提示するよう依頼した。 

⑥ 同年９月３０日付けの市文化振興課長から徳島県都市計画課長にあてた「旧徳

島市文化センター跡地の県有地に係る検討について（回答）」により、市は県に

対し、令和５年度中の開館を目指して、新ホール整備事業のスケジュールに影響
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が出ないよう速やかに土地を交換する方針で、具体的な協議を行っていきたい、

と回答した。さらに、同年１０月２日付け文振発第４５号「旧徳島市文化センタ

ー跡地の県有地との交換候補地について（回答）」により、市は県に対し、県有

地との交換候補地として、 

  ア 元徳島東工業高校用地 

  イ 徳島市文化公園（旧動物園跡地） 

  を提案し、速やかに県内部での検討及び市との協議を行うよう依頼した。 

⑦ 同年１０月３０日に、市が新ホール整備事業に係る優先交渉権者の選定結果を

公表したことを受け、同年１１月１日に、知事は定例記者会見の中で、県と市と

の土地交換協議の「無期限停止」を表明した。 

⑧ 令和２年２月４日付け文振発第７号「旧文化センター跡地の県名義の土地に係

る確認について（照会）」により、市は県に対し、 

ア 昭和３４年９月２６日の市議会が議決した協定が実際に締結されたかどうか。

締結されていた場合、協定書が県に存在するかどうか。 

イ 県が寺島川の埋立地を市に使用させてきた根拠は何か。また、それを裏付け

る資料（賃借契約書等）が存在するかどうか。 

ウ 昭和３５年２月９日県告示第７２号及び昭和３９年３月２７日県告示第１３

７号に基づく寺島川の埋め立て範囲が分かる資料（竣工図面等）が存在する

かどうか。 

についての確認及び資料等の写しの提供を依頼した。これに対し、県は、県土整

備部都市計画課長から市文化振興課長にあてた令和２年２月５日付け都第７２１

号により、「確認事項についての資料は、不存在である」と通知した。 

⑨ 新ホール整備事業が中断する中、「県所有地の帰属問題をはじめ、市側から納

得できる具体的な説明がない限り、軽々と協議を再開しないこと」等を求める県

議会議決に対応するため、客観的な立場の専門家からの意見が必要と考え、市は、

行政法の専門家である板垣准教授と、民法の専門家である山野目教授に意見書の

作成を依頼し、板垣准教授からは同年３月３日に、山野目教授からは同月２６日

に意見書が提出された。 

⑩ 市は、これまでの調査結果や専門家の意見を踏まえ、令和２年３月１９日付け

文振発第２２号「旧文化センター跡地等の土地の所有権移転登記について（依

頼）」により、県に対し、 

ア 昭和３４年の本件協定を内容とする合意の中で県から市へ譲渡するとされた

寺島川埋立地は、埋立てが竣工したとされる昭和３９年８月２５日に市へ所

有権が移転したものと推認されるが、市への所有権移転登記が未了のままと

なっている。 

イ かかる合意の存在が不明確であるとしても、徳島町城内１－２５と幸町１丁

目２－１３の土地は文化センターの敷地の一部として占有してきたことから、

昭和３９年８月２５日から２０年の経過をもって市の取得時効が成立してい

るものと考えている。 
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ウ 徳島町城内１－３０と幸町１丁目２－１４に該当すると考えられる土地も、

同様に占有してきたことから、昭和４５年８月１０日から２０年の経過をも

って市の取得時効が成立しているものと考えられる。 

として、県から市への所有権移転登記手続への協力を依頼するとともに、本件土

地と市有地との交換協議を取り下げる旨を通知した。 

これに対し、県土整備部都市計画課長から市文化振興課長にあてた同月２４

日付け都第８３１号「旧文化センター跡地の県有地の扱いについて（通知）」に

より、県は市に対し、市の主張は「県の認識と異なる」ため、当該依頼を不受理

とする旨を通知した。 

 

⑹ その後の県との協議状況 

令和２年３月２４日付けの県からの通知以降、現在まで本件土地について市が

県と何らかの協議等を行った事実は、監査委員においては確認できなかった。 

なお、その間、令和２年４月５日に徳島市長選挙が行われ、内藤佐和子氏が当

選し、同月１８日から徳島市長に就任した。 

 

２ 判断 

   以上の事実関係、令和２年７月２０日時点における請求人の主張及び監査対象部局

の説明並びに関係書類等の調査結果に基づき、本件請求について次のとおり判断する。 

 

⑴ 本件土地が徳島市の所有に属する財産であるといえるか 

本件土地は、県によって公有水面埋立てを原因として県名義で所有権保存登記が

なされている土地であるが、法第２４２条に規定する住民監査請求の対象となる違

法又は不当な怠る事実としての財産管理行為は，当該財産が法第２３８条第１項に

規定する公有財産（市の所有に属する財産）でなければならないことから、本件土

地の所有権の帰属が問題となる。 

① 昭和３４年９月２６日徳島市議会議決を内容とする協定の有効性について 

昭和３４年９月２６日に徳島市議会が議決した「徳島都市計画街路元町安宅

線（立体交差）施行に伴う協定」（以下「本件協定」という。）の協定書案、同

日に議決した第１０１号議決及び第１０２号議決によると、市が立体交差道路の

敷地として徳島公園用地の一部（約485坪85）を無償で県に提供する代わりに、

本件土地が含まれる寺島川の埋立地（約502坪）を県が市に無償譲渡するという

内容が認められる。これは、市有地である公園用地の一部と県有地の埋立地との

交換契約（民法第５８６条）に当たると解される。 

民法第５８６条の交換契約は、「当事者が互いに金銭の所有権以外の財産権

を移転することを約することによって、その効力を生ずる」という諾成契約であ

るため、契約の成立、すなわち本件協定が締結されていれば、その効力により本

件土地の所有権は県から市に移転したと考えることができる。 

そこで、本件協定の締結が有効になされたか否かが問題となるが、市は、令
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和２年３月に市が県に所有権移転登記手続を求めた時点においては、協定書の原

本の存在は確認されていないものの、市議会議決や当時の新聞報道の存在、本件

協定内容が順次履行されている事実から、本件協定は締結されており有効である

と考えられる、と主張していた。 

     その一方、県は本件土地について、登記が県名義であることを根拠に県有地で

あると主張し、「本件協定は、県議会議決が存在しないため成立していない（無

効である）」という主張をしている。 

この点については、登記が県名義であることから、県は善意の第三者には対

抗できても、我が国では登記に公信力が認められない以上、当事者である市に対

して、登記をもって本件土地の所有権を主張することはできない（民法第１７６

条及び第１７７条）。 

また、昭和３４年当時の地方財政法第８条に「地方公共団体の財産は、条例

又は議会の議決による場合を除く外、これを交換しその他支払手段として使用し、

又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。」とい

う制限がある。しかし、当時の「徳島県県有財産および営造物に関する条例」第

２９条第１項に「財産は、必要があるときは、県以外の者の財産と交換すること

ができる。」という規定があることから、本件協定締結に関する県議会議決の不

存在の問題については、条例の規定による交換の場合に該当し、本件協定の締結

に際し県議会議決は不要であったとも解される。 

したがって、前述の「本件協定は、県議会議決が存在しないため成立してい

ない」という県の主張には議論の余地があり、本件協定の締結により本件土地の

所有権は市に移転し、県は所有権移転登記義務の未履行の状態にあると解釈する

ことも可能であると認められる。 

さすれば、市は不動産登記法第６０条の共同申請の原則に基づき、県に対し

て交換を登記原因とする所有権移転登記手続の請求をすることができるが、県の

協力が得られない場合には、同法第６３条の規定に基づき、県を被告として所有

権移転登記手続請求訴訟を提起し、勝訴の確定判決を得られれば、単独で所有権

移転登記を申請することになる。 

     以上の法律構成は、板垣、山野目両氏も意見書で説明されているとおりであり、

昭和３４年の市議会議決や証拠資料等からも一定の合理性があると考えられる。  

更に、本件協定の有効性を論ずるならば、市が本件協定に基づき徳島公園の

一部を、現在国道１９２号線として供用されている立体交差道路の敷地として無

償提供した事実についても議論する必要があろう。 

     そのため、本件協定締結については上記のような解釈の可能性を模索するもの

であるが、現状では、協定書の原本や県側の本件協定締結に関する資料等が確認

できず、今後の調査により他の証拠が顕出する可能性も否定できないなど、市と

県双方の主張立証が尽くされているとは言えないことから、司法の判断によらず

して、本件協定締結が有効であると断定することはできない。 

② 時効取得の可否について 
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次に、本件協定締結の有効性が不明確であるとしても、これまで市が本件土

地を旧文化センター敷地の一部として占有してきたことから、取得時効の成立に

より、市が本件土地の所有権を取得できる可能性について検討する。 

民法第１６２条第１項では「２０年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、

公然と他人の物を占有した者は、その所有権を取得する。」、同法第１８６条 

では「占有者は、所有の意思をもって、善意で、平穏に、かつ、公然と占有をす

るものと推定する。」と規定されている。  

ところで、本件土地は県が公有水面埋立てにより原始取得した土地であるた

め、県有地の行政財産を時効取得できるかという問題が生じる。いわゆる公共用

財産（公共用物）は、私法上の取引の客体とならず、原則として取得時効の対象

とならないが、例外として、「公共用財産が、長年の間事実上公の目的に供用さ

れることなく放置され、公共用財産としての形態、機能を全く喪失し、その物の

うえに他人の平穏かつ公然の占有が継続したが、そのため実際上公の目的が害さ

れるようなこともなく、もはやその物を公共用財産として維持すべき理由がなく

なった場合には、右公共用財産については、黙示的に公用が廃止されたものとし

て、これについて取得時効の成立を妨げないものと解するのが相当である」（昭

和５１年１２月２４日最高裁判決）。 

この件については、県が本件土地を公共用財産として使用したという事実は

特に認められないため、取得時効の成立は可能であると思われる。また、「他人

の物」でなく自己の所有物についても取得時効が成立することは判例により認め

られている（昭和４２年７月２１日最高裁判決）。 

次に、占有の継続の要件については、前後の両時点の占有を立証すれば、そ

の間は占有が継続したものと推定される（民法第１８６条第２項）。昭和３６年

１１月に市が示した「文化センター（仮称）建設計画の概要」には、敷地の所在

地を「徳島市城の内１番地（市有地）」と記載があることから、市が本件土地を

旧文化センター敷地の一部として占有を開始したこと、また、その使用状況は旧

文化センターが平成２９年度末に閉館されるまで変わりがないことから、市の占

有継続が認められる。 

したがって、本件土地が埋め立てられたとされる登記の日付を基準とし、本

件土地のうち徳島町城内１－２５及び幸町１丁目２－１３については、昭和３９

年８月２５日から、徳島町城内１－３０及び幸町１丁目２－１４については、昭

和４５年８月１０日から、それぞれ２０年を経過したことをもって、市の取得時

効が成立している、と市が主張することは可能である。 

市の時効取得が認められる場合における以上のような法律構成は、板垣、山

野目両氏も意見書で説明されているとおりである。 

しかしながら、本件取得時効の成立には、上記取得時効の起算日における市

の「所有の意思」の認識が不明確であることや、以下③に示す時効援用を阻害す

る要因が存在するなど、不確定な要素があることから、時効取得の可否について

の断定的な判断は困難である。 
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③ 時効援用の問題について 

本件土地について市の時効取得が認められる場合には、市は県に対し時効の

援用の意思表示を行うことによって、その起算日に遡って本件土地の所有権を取

得し、その一方で、県は本件土地の所有権を失うこととなるが（民法第１４４条

及び第１４５条）、時効の援用のみによって本件土地の名義が市に移転するので

はない。市がその名義を得るためには、不動産登記法第６０条の共同申請の原則

に基づき、登記義務者となる県に対し、時効取得を登記原因とする所有権移転登

記手続を請求しなければならない。また、県がこれに協力しないときは、同法第

６３条の規定に基づき、県を被告とする所有権移転登記手続請求訴訟を提起し、

勝訴の確定判決を得る必要があることは、前述の第３の２の⑴の①の場合と同様

である。 

しかしながら、判例では、消滅時効において時効の完成を知らずに債務の承

認を行った債務者について、信義則により時効の援用権を喪失する場合があるこ

とを認めており（いわゆる時効援用権の喪失の問題。昭和４１年４月１０日最高

裁判決）、取得時効においてもこの考え方は適用される。 

したがって、山野目教授が指摘するように、前市長が知事に本件土地の無償

貸与を申し入れたことや市有地との交換の提案を受け入れたことは、本件土地の

県への所属を是認（取得時効による利益を放棄）するように見え、信義則に照ら

して時効援用が認められないと評価される可能性もある。 

この点について、監査対象課も、市が「本件土地は県有地であり、県から無

償借地している」という認識に基づき、県と土地使用に関する協議を行ってきた

経緯や、上述の知事に対する前市長の行為について、「市が真の所有者であれば

通常は取らない態度を取り続けてきたことは、時効援用を阻害する要因と考えら

れる」と主張している。このことは、取得時効の成立要件である「所有の意思」

について、市の自主占有という認識が途中から他主占有に転換した可能性がある

ことも示唆している。 

しかし、市が本件土地の所有権に関して時効の援用を行う場合に、これらの

法的問題点を訴訟において主張・立証するべきは県である。 

   ④ 本件土地の所有権の帰属について 

以上のように、本件協定の有効性や取得時効の成立の観点から、専門家の意

見が示すとおり、法理論的には市が県に対し、本件土地の所有権を主張すること

は可能であると認められる。 

しかし、いずれの理由によるにせよ、本件土地の登記名義を市に移転するた

めには、まず県に対する所有権移転登記手続の共同申請の請求を行い、県の協力

が得られない場合は、県を被告とする所有権移転登記手続請求訴訟の提起が必要

となる。 

つまるところ、本件土地の所有権の帰属問題は、市と県の間における民事上

の紛争として、厳格な法律論を適用して解決を図ろうとすれば、最終的には司法

の判断に委ねられることになり、監査委員として、このような民事上の紛争解決
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を目的とした法的判断を行うことは、住民訴訟の前置手続たる住民監査請求制度

の監査においては限界があり、困難である。 

 

⑵ 市が、本件土地について時効援用の手続を行わないことが、違法又は不当に市有

地の財産管理を怠り、市に甚大な損害を与えているといえるか 

請求人は、「本件土地は市が所有する証拠書類、専門家の意見により市有地であ

ることは明らかであり、内藤市長の就任後、約３か月を過ぎたにもかかわらず、何

らの措置もとらずに放置し、市に損害を与えているため、市長は県に対し、時効援

用の手続を行うべきである」と主張している。 

これに対し、監査対象課は、令和２年３月１９日に市が県に所有権移転登記手続

の協力を依頼した時点においては、本件協定を内容とする合意又は取得時効の成立

により、本件土地の所有権は市に移転したものと考えていたが、県市双方の認識の

食い違いや市の主張に反する事実が存在するため、この点について再調査を進めて

おり、現時点では「本件土地が市有地であることが明らかとはいえない」と主張し、

その調査結果により今後の方針を検討する、と述べている。 

本件土地の所有権の帰属については、⑴で述べたように、本件協定の効力又は取

得時効の成立を理由に、市への所有権の帰属を主張することは法律論的に可能であ

り、市の取得時効が完成している場合には、市は、所有権取得の登記なくして、原

所有者である県に対し、本件土地の所有権の取得を主張することができる（大正７

年３月２日大審院判決）。 

したがって、市が本件土地の所有権を取得するために、県に対し取得時効の援用

手続を行うべきであるという請求人の主張も、その意味では首肯できるものがある。 

しかしながら、不動産の取得時効においては、時効の援用のみで所有権が移転す

るとしても、登記名義は単独では移転せず、時効援用者である市は、援用の意思表

示と同時に、登記義務者である県に対し所有権移転登記手続請求を行うことが必須

となる。この点について、訴訟の提起は費用と時間がかかるため、市は時効援用の

手続さえすれば良いという請求人の主張には、取得時効と不動産登記制度に対する

誤解があるように思われる。 

また、令和２年３月に県から所有権移転登記手続への協力を拒否されたことを鑑

みれば、本件土地の名義変更を完了するためには、県に対する訴訟の提起を念頭に

置かざるを得ないが、訴訟の提起には議会の議決が必要であること、市の取得時効

の成立要件や時効援用に対し、県から市に不利な主張立証がなされる可能性もある

ため、慎重な検討を要する。 

    いずれにしても、厳格な法律論を適用して問題解決を図ろうとすれば、最終的に

は司法の判断に委ねられることとなろう。 

一方、山野目教授は意見書の中で「本件事案において、より柔軟な解決を探る余

地は十分にある」と指摘し、厳格な法律論の適用による解決でなく、市と県の間で

和解的な合意による解決も選択肢の一つであると示している。 

    以上のような状況を踏まえると、令和２年３月２４日に県が市の所有権移転登記
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手続の協力依頼に対し不受理を通知して以降、市が改めて県の主張や事実関係等を

調査検討し、本件土地問題の解決方法を模索する現段階においては、財産管理上、

市が県に対し、本件土地の所有名義を市に移転するための解決手段として、直ちに

時効援用手続をとらなければならないとまでは言えない。 

    したがって、市が本件土地について、違法又は不当に市有財産の管理を怠ってい

るとは認められず、このように本件土地の所有権帰属の判断が困難な中で、直ちに

市に財産的損害を与えているとは言えないものと判断する。 

 

３ 結論 

以上のことから、請求人の主張には理由がないと認められるため、本件請求を棄却

する。 

  

４ 監査委員の意見 

本件請求に対する監査の結果は上記のとおりであるが、次のとおり監査委員の意見

を付すものである。 

 

請求人が本件請求に至った背景には、昨年度以来、市と県の間で、本件土地を含め

た旧文化センター跡地等に存在する県名義の土地の所有権の帰属について、争いのあ

ることが挙げられる。 

市には、普通地方公共団体として、公有財産の効率的な運用を図り、その取得、管

理及び処分について適正な事務の執行が求められるとともに、新ホール整備事業の推

進のため、建設予定地に含まれる本件土地の権利関係及び登記名義の問題の早期解決

が要請される。 

しかしながら、本件事案は半世紀以上前の行政手続に起因するものであり、幸町の

立体交差道路建設に伴う昭和３４年の市議会議決の存在、県が公園用地の潰地回復を 

目的として寺島川を埋め立てたことなどが当時の資料から確認できるものの、年月の

経過による証拠の散逸や関係者不在等により、事実関係に不明確な部分も多い。 

そのため、本件土地の所有権を市に帰属させるための法律構成としては、２人の専

門家が意見書で示されているように、昭和３４年９月２６日の市議会議決を内容とす

る協定の効力及び取得時効による所有権移転が考えられる。しかしながら、このよう

な法律論の争いは、最終的には司法の判断に委ねざるを得ない。また、専門家の意見

でも、本件土地問題の早期解決を図るために、将来に向けて市と県がより柔軟な和解

的解決を探るべき可能性も指摘されている。 

ところで、市は、本件土地問題に関する認識を、令和２年３月の「市有地である」、

「時効取得できる」から、現在は「市有地であることは明らかではない」と変化させ

ているが、このような認識の変更及びその根拠は、市民に詳細には説明されていない。 

更に、市は、改めて本件土地に関する事実関係等を調査し、その結果を踏まえ、市

の方針を定める、としているが、これまで本件土地の所有権に関する資料や法律論的

解釈について検討を行い、その結果、市としての一定の認識及び方針に帰着していた
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はずである。それにもかかわらず、その認識及び方針を変更するのであれば、確固た

る証拠をもって明確な説明がなされない限り、市民は納得しないであろう。 

したがって、市におかれては、本件事案の事実関係及び法理論的根拠について、速

やかにその意思決定のプロセスの透明性を確保するとともに、十分に検討を尽くし、

市民に対する説明責任を全うされるよう要望する。 



添付資料 

 

事実証明書 

 

 

 

〇 板垣准教授の意見書 

「旧文化センター跡地の県名義の土地の所有権について」（令和２年３月３

日付け） 

 

 

〇 山野目教授の意見書 

  「徳島市旧文化センター跡地の土地の事案に係る法律関係の考え方」（２０

２０年３月２６日付け） 

 

 

〇 令和２年３月市議会提出資料「新ホール整備事業について」 

 

 

〇 令和２年３月市議会提出資料別冊「旧文化センター跡地の県名義の土地に

かかる資料」 

































１ 

新ホール整備事業について 

 

 

１ 現在の状況 

１２月議会において報告した、新ホール整備事業にかかる市の方針(案)等に

ついては、市議会から様々なご意見とともに、市民・県民のことを第一に考え、

これまでの県に対する対応を改め、誠意を持って、県の理解と信頼を回復する

ことに尽力するとともに、県有地問題の解決に向けて、県との協議が早急に再

開できるよう、全力で取り組むことを強く求める「新ホールの早期整備に関す

る決議」をいただいた。 

また、県議会においても県に対し、県議会の３つの強い要望を厳守すること、

県有地の帰属問題をはじめ、市側から納得できる具体的な説明がない限り、

軽々に協議を再開しないこと、協議再開となった際には、しっかりと協議を行

い、新ホールの早期実現に向け、県市協調で取り組むこととする「徳島市新ホ

ール建設予定地における県有地の扱いに関する決議」がなされた。 

これらのことを踏まえ、県から納得を得て新ホール整備に向けた協議を再開

してもらうための方針をさらに検討するとともに、県名義の土地の帰属問題に

ついては県にも照会を行うなどして、土地が成立した経緯について調査を行っ

てきた。 

現時点では、県名義の土地の使用権が確立されていないため、優先交渉権者

との仮契約に向けた手続きや埋蔵文化財発掘調査、旧文化センターの地下構造

物解体に伴う下水管移設等の作業は停止している。 

今後、新ホール整備に向けた市の考えや、土地の帰属問題に関する市の認識

を県に説明し、土地の使用権が確立でき次第、優先交渉権者との仮契約協議や、

埋蔵文化財調査にとりかかりたい。 

 

 

２ 新ホール整備に向けた市の考え 

⑴ 基本的な方針 

   新ホール整備については、基本理念である「市民の芸術文化の創造拠点」

を実現するとともに、徳島市中心部のまちづくりに寄与すべく計画を進めて

きた。 

市民・県民の期待は、県都にふさわしい１５００席規模のホールの一日も

早い整備であり、この市民の要望に沿うべく市議会からも早期の整備という

結果を求められている。 

そして、この早期の新ホール建設を実現するとすれば、旧文化センター跡

地を候補地とすることが最適と判断し、早急に新ホールを整備できるよう取

り組んでいるところである。 
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このように、市は、旧文化センター跡地での新ホール整備に早々に着手し、

やり遂げることこそ重要であると理解している。 

この市民・県民の切実な願いについては、県も十分受け止めていただいて

おり、これを早期に実現すべきという市と共通の認識に立って、県も事業の

遂行に協力していただいていると理解している。 

市としては、そのような県との協調を図って新ホール整備を進めていくこ

とは当然であり、市としても当然のこととしてこれまで対応、努力してきた

が、他方、県市協調が図られていないとの批判があり、現に県との協議が停

止している。 

市としては、このような現状に鑑み、市民・県民の、また市議会、県議会

の理解が得られるように、更に県市が協調を図っていくことによって、市民・

県民の期待に応えたいと考えている。 

以上の基本的な方針のもと、事業の進捗や状況の変化については、市議会

に対して適切に報告を行い、しっかりとご理解いただくとともに、市民に対

しても情報発信を十分に行い、市民の理解と支援を得ながら事業を進めたい

と考えている。 

 

⑵ 県市の協議経過、優先交渉権者を選定、公表した理由の補足説明 

ア 候補地を旧文化センター跡地とするまで 

平成２９年６月以降、市では徳島駅西側駐車場を建設候補地として、新

ホールの整備を検討していたが、徐々に費用や整備期間等の課題が明らか

になった。そこで、当該候補地において、事業費の抑制や整備スケジュー

ルの短縮が可能かどうかについて更に検討を進めていたが、その検討結果

はかなり厳しいものであった。 

そのため、同時に当該候補地以外にも新ホール建設予定地を検討するこ

ととして、新ホール建設予定地を徳島駅西側駐車場から変更する場合の新

しい候補地の条件等についても確認を行っていた。 

その候補地の一つが旧文化センター跡地であり、その条件確認の一環と

して、平成３０年７月１９日に市長が知事を訪問し、旧文化センター跡地

へ候補地を変更した場合に、敷地内の県名義の土地を引き続き利用させて

いただけるかどうかについて、確認させていただいた。 

その際に、知事からは「今まで通りですね。どうぞ。」という言葉をいた

だいたので、旧文化センター跡地で新ホールを整備する場合には、県名義

の土地は今まで通り無償使用での内諾をいただいたものと認識した。 

その後、市では、新ホールの整備について、さらに検討を進めた結果、

平成３０年８月２２日に新ホール建設候補地を旧文化センター跡地へ変

更することを決定した。 
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イ 候補地決定から事業者募集開始まで 

建設候補地を旧文化センター跡地とした後、平成３０年１０月から県名

義の土地の利用について、無償使用の方針のもとに、市が無償使用する場

合の条件（境界確定、地下埋設物の撤去）について県市間の事務レベルの

協議を進めてきた。 

土地利用にかかる協議と並行して、新ホール整備基本計画を策定すると

ともに、事業スケジュールや地下構造物の撤去に関する考え方などについ

て、県に確認を行いながら事業者の募集要項や要求水準書を作成し、令和

元年６月市議会で債務負担行為の議決を得て、９月２５日を提案締切とし

て、７月１日から事業者募集を開始した。 

なお、土地利用に関して、６月１４日の県議会県土整備委員会において

「県有地の貸与については決定したものではなく、協議中であり、境界確

定と埋設物の撤去の状況を踏まえた上で総合的に判断する。」という県の

考えが示されているが、その後、６月２４日の市議会総務委員会において

「これまでも協議を進めてきており、条件が整ったら貸すという方向性は

変わっていないと確認している。」との市の認識を答弁したことに対して、

６月２８日の県からの電子メールにおいて「市の説明のとおり」とすると

の今後の共通認識が確認できたため、事業者の募集を開始した。 

このように、当初から土地使用に関する協議と、新ホール整備にかかる

事業者選定手続きは並行して進めてきた。 

 

ウ 事業者募集開始から、土地交換の方針に切り替えるまで 

この段階まで、県名義の土地は無償貸与という方針で協議を進めてきた

が、６月県議会県土整備委員会での議論を踏まえて、７月３１日に県から

市に対して無償使用以外の選択肢も検討するよう要請があった。 

ただ、県として無償使用を選択肢から外すというものでは無かった。そ

こで、市は有償使用、交換、購入等について検討したが、これまで文化セ

ンター敷地として無償で使用してきたことや、交換手続きには長い期間が

必要であることなどから、９月５日に「引き続き無償使用でお願いしたい。」

との回答を行った。 

その後、９月１７日に、県から「交換が最善」とする提案を受けた。 

９月２５日には事業者からの提案が出揃う段階ではあったが、事務レベ

ルの協議では、将来の交換を前提とする覚書等で土地を使用させてもらう

など、事業スケジュールに影響を及ぼさない手法も示されたことから、９

月市議会に報告した上で、交換の方針で協議を進める旨を、９月市議会の

閉会日である９月３０日に県へ回答した。 

なお、将来の交換を前提に覚書等で県有地を利用するという手法につい

ては、阿波おどり会館（平成１１年開館、平成１９年土地交換、土地交換
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までの間は有償借地）の例がある。 

また、同日に「県有地問題に対して、敷地の境界確定及び交換地の合意

が得られるまで、新ホール整備を進めるための業者選定作業には、取りか

からないこと。」等とする市議会の附帯決議があった。 

 

エ 土地交換の方針に切り替えてから、優先交渉権者の選定・公表まで 

(ｱ) 県議会の要望への対応について 

土地交換の方針に切り替えた翌日（１０月１日）には県から、速やか

に協議を進めるため、土地交換の具体案を提示するよう要請があり、市

は１０月２日に元徳島東工業高校用地と徳島文化公園の２箇所を交換

候補地として提示した。 

その翌日の１０月３日の県議会県土整備委員会において「①県・市双

方が納得できるよう、また、拙速とならないよう、しっかりと協議を行

うこと。②今後も、土地交換の手続の進捗を、逐一、委員会に報告する

こと。③県有地の利用に関しては、交換契約が固まった段階で、最終的

に判断すること。」とする３点の要望が示され、それに対して「県有地の

利用については、覚書等ではなく、交換契約が固まった段階で判断する」

という、県の方針が示された。 

このため市は、将来の交換を前提とする覚書等での土地利用ではなく、

事業者募集要項に示した１２月の契約に間に合うよう、早急に土地交換

契約を締結するため、県が交換対象地を選定するための条件整理等につ

いて、県市の事務レベルで緊密に連携しながら協議を進めるとともに、

市のスケジュールも示しながら、１０月３０日に優先交渉権者の選定・

公表を行った。 

 

(ｲ) 市議会の附帯決議がありながら優先交渉権者を選定・公表したことに

ついて 

     事業者選定手続きについては、７月１日から事業者の募集を開始し、

９月２５日の締め切りまでに６事業者（うち１事業者は失格）から応募

があった。その後、９月３０日に「業者選定作業には、取りかからない

こと」とする市議会の附帯決議があった。 

事業者選定手続きの流れは①募集開始、②募集の締め切り、③審査、

④優先交渉権者選定・公表、⑤優先交渉権者との交渉、⑥仮契約、⑦市

議会の議決（本契約）である。 

この市議会の附帯決議があったのは、既に②まで終了した時点であ

ったので、選定手続きにとりかからないことは不可能であるが、附帯決

議を有意に解釈し、事業者の選定手続きを途中で停止することとした。 

附帯決議がなされた以降の事業者選定手続きの流れは、前述の③以
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降であるが、市としては、ア、事業者を募集した以上選定を行う責任が

あること、イ、応募した事業者に迷惑や負担をかけないこと、ウ、事業

者に対しては、県名義の土地の使用権が得られるまで契約締結の延期

を了承してもらう必要があること、の問題があった。 

そこで、市議会の附帯決議の趣旨を尊重するとともに、この問題に対

応するとすれば、前述の③以降のどの段階で選定作業を停止するかを

判断せざるを得なかった。その結果④までの手続きを終えた段階で停

止することとしたものである。 

すなわち、既に提案が提出されている以上、どの段階で審査を行って

も結果は同じであり、審査を行わない状態としておくことは、多額の費

用と手間をかけて応募した事業者に対して、事業に取りかかれる体制

を維持するなど更なる負担をかけることになる。また、優先交渉権者を

選定しなければ、提案のあった５事業者全てに待ってもらうことにな

り、結果的に選ばれなかった事業者に対しても、無駄な負担を強いるこ

とになる。このようなことから、待ってもらう事業者を１者に絞った上

で、契約締結の延期について了承を得ることが最善であり、優先交渉権

者の選定・公表までは行わざるを得ず、⑤以降の手続きを停止するとの

判断に至ったものである。 

 

オ 土地交換協議の停止 

このことに対して、１０月３０日の夕方、県土整備部長の「県議会から

の要望に沿ったものではなく、今後の協議への影響が懸念され大変遺憾で

ある」とのコメントが報道機関に対して出された。１１月１日には、記者

会見の場において、知事から市が優先交渉権者の選定・公表を行ったこと

が「県議会の要望や市議会の附帯決議に反した」として、土地交換協議を

無期限停止することについて表明があり、それ以降、協議が停止している

状態である。 

協議停止の理由として、市が優先交渉権者の選定・公表を行って「県議

会の要望に反した」という点が挙げられたが、１０月３日の県議会の要望

を踏まえて県が示した「交換契約が固まった段階で土地利用について判断

する」という新たな方針に対して、市として可能な限り迅速に対応してい

た。 

また、事業者選定手続きについては、事業者の募集開始前から県に説明

し理解を得て進めてきた。その後、県議会の要望が出された後の県との協

議の中でも、従前からのスケジュールを維持することについて明確に否定

されなかったことから、市としては優先交渉権者を選定・公表したことが

県議会の要望に反するとは認識していなかった。 

このことについては、１２月１１日に「理由書」を提出した際に、県担
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当者から「県としては否定したと解釈している」という説明を受け、県市

間で解釈に違いがあったとの認識に至っている。 

また、「土地交換が成立し事業が進むことを前提として、優先交渉権者を

選定した」ということも協議停止の理由として挙げられているが、この点

について、県名義の土地が使用できなければ、事業者と契約できないこと

は当然であり、そのことについては９月市議会でも説明しており、市とし

ては優先交渉権者の選定は、土地交換が成立しないことも想定して行った

ものである。 

そして、土地利用の協議と事業者募集の手続きは、７月の事業者募集開

始当初から並行して進めてきたことから、県の新たな方針も、土地利用の

協議に関するものであり、事業者選定に至る手続きとは別のものと解釈し

た。 

土地使用権の確立と優先交渉権者の選定は、それぞれ別の手続きとして

独立したものであるが、いずれの手続きも新ホール整備という大きな枠組

みの中での手続きであるため、県議会の要望や県の新たな方針について、

どの枠組みで理解するかによって県市間で認識の違いが生じたものと考

えている。 

 

⑶ 地下埋設物の撤去について 

   ９月１７日の「交換が最善」とする県からの通知において、その理由の一

つとして「杭存置による工期短縮やコストの削減」が挙げられており、１２

月２７日及び令和２年１月１７日の知事の記者会見においても、土地交換で

あれば市が有用性を立証すれば杭を抜かないという判断をすることができ

る。今、優先交渉権者を決めても工法が決まっておらず、杭をどうするかが

大きな問題である、事業費が増大する可能性があり、それにより優先交渉権

者の選定結果が変わる可能性も有るという趣旨の発言があった。 

   このことについて、地下埋設物（杭等）については、廃棄物処理法の規定

に基づき事業者（市）が撤去する義務があり、土地の所有者が県であれ、市

であれ廃棄物処理法に基づいて適切に処理を行わなければならないことに

変わりは無い。 

   つまり、市有地だからといって廃棄物処理法を無視して、杭を残置しコス

トを削減するということは有り得ない。 

県の見解は、仮に廃棄物処理法上、有用物として杭を残置することが認め

られる場合でも、県が土地所有者としてそれを認めなければ、市は杭を残置

することはできないということを指していると考えられる。 

   地下埋設物の撤去は、新ホール整備事業の業務の一部であり、要求水準書

の中で、基本的に地下埋設物の全ては撤去対象であることを示して事業者か

らの提案を募集している。 
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   ８月に事業者に対する質問回答の内容を県に確認していただいた際には、

地下埋設物を残置する場合の有用性については「事業者である市だけではな

く、県も土地所有者として判断する必要がある」という県の見解が示され、

その旨についても事業者に対する回答として周知した。 

   また、同じ質問回答において「地下構造物を撤去しない前提で応札し、落

札後の協議において「有用性」が認められず、撤去することとなった場合、

撤去費用の増額及び工期への影響については事業者の負担となる。」という

ことを事業者に明示しており、杭の残置が認められなかった場合でも市の事

業費が増大することは無い。 

事業者からは、これらの条件を踏まえて地下埋設物の処理についての提案

がなされており、その内容は適切なものであると市は判断し、事業者選定を

行った。 

   現在は、優先交渉権者との仮契約協議を停止している状態であることから、

その工法について明らかにしていないが、協議が再開されれば、工法につい

ても明らかにしたい。 

 

⑷ 今後の方針 

市としては、１２月に新たに示された市議会の「新ホールの早期整備に関

する決議」を重く受け止めるとともに、県議会の「徳島市新ホール建設予定

地における県有地の扱いに関する決議」を遵守する県の立場を踏まえ、誠意

を持って、県の理解と信頼を回復することに尽力し、市民が待ち望んでいる、

県都にふさわしい新ホールを１日も早く整備するため、市民・県民のことを

第一に考え、土地問題の解決に向けて、県との協議が早急に再開され、合意

が形成されるよう全力で取り組みたい。 

 

具体的な対応としては、現在、市としては県名義の土地の使用権が得られ

るまで、優先交渉権者との仮契約に向けた手続きや埋蔵文化財発掘調査など、

新ホールを整備するための直接的な作業全般を停止している。 

また、優先交渉権者とは仮契約協議を停止することで合意しているが、土

地の使用権が得られない場合は、契約に向けた手続きを打ち切ることとなる。 

これは、土地使用権が確立されない限り、知事の記者会見の中で協議を再

開するための条件として示された「優先交渉権者選定のリセット（白紙撤回）」

と同じ効力・効果を持つものである。 

白紙撤回との違いは、土地の使用権が確認された場合は、優先交渉権者の

選定を前提に手続きを進めることという点のみであり、早期に新ホールを整

備するためには、今回の事業者募集・選定の結果を生かすことが重要と考え、

このような対応としている。 

以上のことから、県名義の土地の使用権が得られるまで、優先交渉権者と
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の仮契約協議に向けた交渉をはじめ、新ホールを整備するための直接的な作

業全般を停止することで、ご理解を得たいと考えている。 

 

 

３ 土地問題に関する認識及び方針 

 ⑴ 事実関係の確認 

県議会の決議の中で、市が主張する県名義の土地の帰属問題について説明

することが求められている。 

市としても十分に説明する必要があると考え、土地の経緯について更に調

査を進めた結果、市で確認できた事項からは、昭和３４年９月市議会におい

て締結することについて議決を得た、県市間の土地の譲渡等にかかる合意等

に関する協定（以下「協定」という。）に基づき市に譲渡されているのではな

いかと考えられることから、資料を添付し、県に対して土地の由来に関する

資料の有無や、県の見解を確認した。 

これに対して県からは「資料は不存在である」という回答があり、市の認

識を否定する資料等は示されなかった。 

そこで、協定の内容で合意が成立し市に譲渡されているという市の認識を

示し、協定の有無や、市がこれまで土地を使用してきたことの根拠等につい

て、改めて県の見解を確認したところ「県が所有権保存登記した際及び、そ

れ以降、現在に至るまで市から県に対して異論があったとの記録はなく、県

が正当に所有してきたものと考えている」という回答があった。 

なお、合意が成立していたとする市の認識に対する異論や、市がこれまで

土地を使用してきたことの根拠等についての回答は無かった。 

※県への照会、回答文書 １１ページ～２１ページ参照 

 

⑵ 市の認識 

この問題は、前述のとおり、現局面では新ホール建設候補地の使用権に関

する県との協議の中で表面化した問題ではあるが、市としては、基本的には、

昭和３４年の市議会の議決があるにもかかわらず、その内容が履行されてい

ないという問題及び市としての財産管理上の問題と受けとめている。 

なお、県は登記の名義が県であることを根拠として県有地であるとしてい

るが、民法１７６条では不動産の所有権が移転する要件は売買契約などの意

思表示であるとされており、「登記」をもって所有権が移転するものではな

い。 

民法１７７条において登記は第三者に対する対抗要件とされているが、今

回の県と市は、第三者ではなく当事者の関係にある。 

これらのことから、登記が県名義であることをもって帰属問題を解決する

ことはできないと考えている。 
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県から市へ譲渡する合意があれば、埋立地は市有地ということになり、そ

の合意の存在は市が立証する必要がある。 

合意があったことについて、最も明解な立証は協定書を示すことであるが、

その存在は現在、県市とも確認できていない。 

しかしながら市としては、協定を締結することについての市議会の議決や

新聞報道等の存在、協定の内容が順次、履行されていること、土地使用につ

いて県との間で特に手続き等を行わずに、市が文化センターを建設し、その

後、平成２６年度まで文化センター敷地として使用するにあたり、土地の使

用について県と協議をした記録や、土地の使用に関する契約書等があったこ

とは確認できないことから、協定書の内容で合意が成立し、現実に土地の引

き渡しもなされていることが推認しうる、したがって、既に確認されている

事実関係により、本件土地が市有地であるということは立証できたものと考

えている。 

 

⑶ 土地問題に対する市の方針 

以上のことを踏まえ土地問題については、昭和３４年の協定にかかる部分

は、もともと市有地であるが、所有権移転登記ができていない状態であるこ

とから、県から市への名義の変更を求めていきたいと考えている。 

 

 

４ 今後の予定 

⑴ 県への説明 

新ホール整備に関する市の方針並びに土地問題に関する市の認識及び方

針等について、県に説明を行い理解を求める。 

 

⑵ 事業者への通知 

   応募のあった５グループに対して、１０月３０日付で、選定結果及び評価

点（優先交渉権者と自グループの合計点数のみ）を通知しているが、点数の

内訳を通知できていないことから、各応募グループの代表企業に、評価項目

毎の点数を通知するとともに、本市ホームページ上に掲載することとしたい。 
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旧文化センター跡地の県名義の土地について 

 

 

１ 問題の所在 

 旧文化センター跡地を新ホールの建設候補地の一つとするにあたり、改め

て登記を確認したところ、旧文化センター跡地内には県名義の土地（以下

「本件土地」といいます。）が存在することが判明しました。 

 そのため、市に「本件土地が県名義で登記されているのであれば、本件土

地は県の所有地かもしれない、県の所有地であるとすれば、文化センター敷

地の一部として使用していたのは使用貸借と位置付けられていたかも知れな

い。」との認識が生じ、その結果、市としては旧文化センター跡地を新ホー

ル建設候補地とするためには、本件土地について使用権を確立することがで

きるかどうかが問題となりました。 

 しかし、その後、本件土地に関する由来等を確認していったところ、本件

土地は県名義で保存登記されたままとなっているが、実際は市有地なのでは

ないかと推認される事実が明らかになってきました。その内容は次のような

ものです。 

 

① 本件土地は、幸町の立体交差道路を整備する際に、県が寺島川を埋め立

て、県名義で保存登記された土地である。 

本件土地については、昭和３４年９月に市議会において、県から無償で

譲渡を受けることについて議決（県との協定締結、財産の取得等）を行っ

ている。 

したがって、本件土地が埋立によって所有権の対象となった時点で、県

との協定にしたがって、県から譲り受けた（市に所有権が移転した）はず

であるが、何故か市への移転登記がなされず、本件土地は県によって保存

登記されたまま、現在に至っている。 

② 昭和３７年に本件土地及び従前からの市有地（徳島公園の一部）を敷地

として文化センターの建設が開始されたが、市は本件土地を含む敷地全体

を市有地として認識し、使用してきた。 

また、本件土地を使用するにあたり、県から使用貸借等の契約を求めら

れた記録も市には無い。 

③ したがって、本件土地は市有地であるが、県から市への移転登記ができ

ていないだけなのではないかという疑義もある。 

 

２ 市議会の議決に至る経緯 

⑴ 県の立体交差道路建設計画以前の状況 
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寺島川は埋め立てられておらず、剣先橋（市管理）と徳島橋（県管理）

が架かっており、それぞれの西側袂に日本国有鉄道（以下「国鉄」といい

ます。）の線路と、剣先橋踏切と徳島橋踏切の２つの踏切が存在しまし

た。 

県が管理する二級国道西条徳島線（現国道１９２号線）は元町から東進

して、線路及び寺島川に突き当たった所で南に折れ曲がり、徳島橋踏切を

渡って東進する形となっていましたが、特に徳島橋踏切（現在の徳島橋跨

線橋）の自動車の混雑が問題となっており、立体交差道路の整備は昭和２

０年代から議論されていました。 

⑵ 県及び国鉄の立体交差道路建設、２踏切撤去計画の概要並びに、この計

画と市の関わり 

県は、昭和３３年に線路の下をくぐり抜けて真っ直ぐ東進し、国道１１

号に交わる道路（県道元町安宅線）の整備について基礎調査を始め、昭和

３４年１月には計画が具体化し市議会にもその計画が説明されています。

その説明された内容は、県と国鉄が主体となって、徳島公園（市有地）を

東西に貫く立体交差道路を整備し、剣先橋踏切と徳島橋踏切を廃止するこ

とで、混雑を解消するというものでありました。 

その事業を実現するためには、市が市有地である公園から立体交差道路

用地部分を切り分けて県に道路用地として提供すること、剣先橋踏切を廃

止することについて、市・市議会の同意が必要でした。 

 

（立体交差道路整備計画の概要） 

 

 

⑶ 交渉の経緯及び協定 

市・市議会は、立体交差道路の整備自体には賛成していましたが、市管

理の剣先橋踏切の廃止には反対していました。一方、県・国鉄は両踏切を
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廃止するという方針であり、調整の結果、市・市議会も跨線橋の整備を条

件に踏切の廃止に合意し、事業を進めることとなりました。 

ところが、県が立体交差道路整備と一体的に寺島川の埋め立てを計画し

ていることが明らかになると、徳島公園の景観が損なわれることなどから

市議会は埋め立てに反対しました。そこで、更に県市が調整した結果、寺

島川（剣先橋、徳島橋間）を県が埋め立てた後に埋立地を無償で市に譲渡

すること等で合意し、協定を締結することとなりました。 

⑷ 市議会の議決とその内容 

昭和３４年９月２６日に市議会で次の事項について議決（以下「本件市

議会議決」といいます。）されています。 

  ア 徳島都市計画街路元町安宅線（立体交差）施行に伴う協定について

（第９９号議決） 

    次のような事項について県市間で協定を締結する。 

（協定書の主な内容） 

①市は、公園用地（約４８５．８５坪）を道路用地として提供する。 

②県は、寺島川の埋立地（約５０２坪）を市に無償譲渡する。 

③徳島橋付近の道路敷は市道として市に移管する。 

④徳島橋と剣先橋の踏切を廃止し、跨線橋を整備し市の管理とする。 

  イ 剣先橋踏切廃止の同意について（第１００号議決） 

    立体交差道路の使用開始と同時に剣先橋踏切を廃止することに同意す

る。 

  ウ 不動産取得並びに処分について（第１０１号議決） 

    立体交差道路施行に伴い、公園用地を県へ無償譲渡する。 

徳島公園の一部消失による潰地分として、寺島川の埋立地（約５０

２坪）を取得する。 

  エ 公有水面埋立について（第１０２号議決） 

立体交差道路築造により、徳島公園の一部が消失するので、掘さく

残土をもって寺島川を埋立て、公園潰地の回復を図るため、寺島川

（５０２坪）を埋立てることについて、可とする。 
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 （議決された協定の内容） 

 

 

３ 協定に基づく市、県、国鉄のそれぞれの履行内容 

⑴ 市の履行 

  ア 公園を切断し、県へ提供する。 

・ 協定（本件市議会議決）どおり、昭和３５年の立体交差道路着工時

から道路用地として提供しています。 

・ 登記の手続きについては、昭和４５年になって分筆し、国に対して

譲渡していますが、これは昭和４０年に当該道路が県から国に移管さ

れているためと考えられます。 

⑵ 県の履行 

  ア 立体交差道路の建設、県管理の国道としての使用開始。 

   ・ 昭和３５年に着工、昭和３６年４月に完成し、県管理の国道として

供用開始されています。 

イ 寺島川を埋め立て、市へ譲渡する。 

  ・ 協定（本件市議会議決）どおり「公園の潰地回復」を目的に、昭和

３５年１月２９日に県が免許を得て、５０２坪の埋立てを実施してお

り、これが本件土地（及び立体交差北側の徳島公園内に残っている県

名義の土地）に当たるものと考えられます。 
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・ 本件土地は、埋立当初から（正確には埋立竣功前から事実上埋立が

完成した部分を順次）市が使用しており、昭和３７年には文化セン

ター建設に取り掛かっています。 

（なお、その後、昭和３９年に同じ場所、目的で１４３坪の埋立の

追認がなされていますが、昭和３５年に免許された５０２坪と、昭

和３９年に追認された１４３坪の位置については、正確な位置を示

す図面が市には見当たりません。） 

   ・ 登記については、昭和４４年になって「昭和３９年８月２５日公有

水面埋立」という事由で、県名義で保存登記されましたので、埋立は

昭和３９年８月２５日に竣功したものと考えられます。しかし、現時

点では県名義で保存登記されたままで、市への名義変更がなされてい

ません。 

  ウ 徳島橋踏切先の道路敷の市への譲渡 

   ・ 協定(本件市議会議決)どおり市に移管されています。 

   ・ なお当該土地は、平成１５年に法定外公共物として国から市に譲与

されるという手順で処理されています。（未登記） 

⑶ 国鉄の履行 

ア 跨線橋の設置 

   ・ 協定（本件市議会議決）どおり国鉄が跨線橋を整備し、完成後、市

に移管されています。 

イ ２踏切の廃止 

   ・ 協定（本件市議会議決）どおり立体交差道路及び跨線橋整備後に廃

止されています。 

⑷ 協定の存在について 

   本件市議会議決には、県市間で協定する協定書の文案が添付され、県市

間でその文案の協定を行うことが承認されましたが、協定書なるものの存

在を確認することはできませんでした。しかし、県市間の協定が成立した

とする新聞報道のみならず、前述のように、本件市議会で議決された県市

間の協定の内容が全て順次履行されていることからして、県市間でかかる

協定がなされたことは推認できると考えています。 

 

４ 旧文化センターの建設 

⑴ 建設（から完成・使用）の時期及び建設敷地の範囲 

・ 昭和３６年１１月に策定し、１２月市議会で説明された「文化センタ

ー建設計画」では、敷地は「市有地（４５３８㎡）」とされており、本

件土地もこの内に含まれています。 

・ 旧文化センターは、この整備計画に基づき、昭和３７年に着工、昭和

３８年４月に完成し、供用開始されました。 
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⑵ 本件土地の所有についての市の認識 

・ 文化センター整備当初に、市が本件土地を市有地と認識していたこと

は、建設計画で本件土地も含んで「市有地」としていることから確認で

きます。 

・ その後も市は本件土地を市有地との認識で使用してきましたが、新ホ

ール整備を検討するにあたり改めて登記を確認したところ、県名義の土

地が存在することが判明したことは、前に述べたとおりです。 

⑶ 文化センター敷地としての本件土地に関する県との関わり 

  ・ 文化センター建設にあたり、本件土地を使用することについて県と協

議をした記録や、土地の使用に関する契約書等は確認できませんでし

た。 

  ・ また、平成２６年度まで文化センターとして本件土地を使用してきま

したが、その間土地の使用に関する県との協議や契約書を作成するとい

う話は市が確認する限りありませんでした。 

 

５ 新ホール建設に関して、県名義の土地の使用に関する協議 

⑴ 無償使用を前提とする旨を申し入れた経緯 

   新ホール建設候補地の変更を検討する中で、文化センター跡地を候補地

とする場合には、本件土地を引き続き無償で使用できるかどうか、知事に

確認することになり、平成３０年７月１９日、市長が知事にその確認を行

いました。 

⑵ １～４の経緯について市が再確認した後の対応 

１～４の経緯が判明したことから、令和元年９月１３日に市長が知事を

訪問しました。市長としては、判明した本件土地に関する由来を説明し、

一方の当事者である県にその経緯を確認したい、また、このような由来を

踏まえて本件土地所有権の帰属問題を解消する一手法として、引き続き無

償で使用させていただけないかというお願いをするためのものでした。 

それに対して、知事からは「間違いなく県有地である。」という回答の

みで、具体的な説明はいただけず、その後、県から「土地交換が最善」と

する提案がありました。 

このような状況の下、市は本件土地に関する問題は、これを先決問題と

するのではなく、交換協議の中で解決していくことも可能と考え、交換の

方向で協議を進めることとしたものです。 

 

６ 現時点での整理 

・ 本件土地について、埋立免許に基づいて埋め立てた県がその所有権を原

始取得したことは、市としても否定するものではありません。 

・ しかし、協定という形で県との合意がなされていたとすれば、この合意
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に従って本件土地が所有権の対象となった段階で本件土地の所有権は市に

移転すると考えられます。（現実に引渡しもされ、市が文化センター敷地

として使用しています。） 

市は協定書そのものの存在は確認できていませんが、市議会の議決や新

聞報道の存在、また、その協定の内容とされるものが、その後逐次履行さ

れていることから、協定は成立したものと推認されます。 

ただ、市としては県が協定の存在についてどう認識しているか不明です

し、協定があったとすれば、本件土地について、なぜ市への移転登記がな

されなかったのかの理由も不明です。 

また、県が埋め立てて原始取得した土地の範囲も市には正確な図面はな

く、今となっては明確ではありません。 

・ 本資料で説明した内容は、あくまで現時点で市として取得した資料を根

拠とした認識であって、県としての認識を資料や正しい法的根拠をもって

示していただくことによって、県・市双方にとって納得できる説明ができ

るものと考えております。 
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旧文化センター跡地の県名義の土地ができた経緯について 

 

県有地ができた由来について、当時の市議会の資料や新聞記事を確認したところ、文化センター敷地

の県名義の土地は、昭和 36 年に幸町の立体交差道路が出来た際に、市の公園用地を道路用地として提

供する代わりに、県から市へ無償譲渡される土地として埋め立てられた部分（剣先橋～徳島橋）及び、

昭和 42 年頃に新たに寺島川を埋立て県市共同で使用することを合意していた部分（徳島橋～新町川）

であると考えられる。 

埋立て当初は市の土地として扱われていたと考えると、昭和 38 年に貸借契約等を行わずに県名義の

土地に、市の文化センターが建ったことが説明できる。 

当初はそのように扱われていたが、その後、県名義で登記され、市に名義変更されることはなかった。

その経緯は現時点では確認できていない。 

 

（剣先橋～徳島橋埋立の経緯） 

・昭和 33 年 県と国鉄が協力して、県管理の国道と鉄道との立体交差を整備、同時に徳島公園（市有

地）を貫いて国道を東西に延長することを計画。（現在の国道192号線幸町～徳島町の間） 

・昭和 34 年 県市協議の結果、寺島川の埋立地は、市が提供する公園用地の代替地とする県市の協定

書を市議会で議決（協定書自体は確認できていない。） 

・昭和 36年 立体交差道路完成 

・昭和 37年 文化センター着工 

・昭和 38年 文化センター開館 

・昭和 44年 文化センター敷地の埋立地について県名義とする所有権保存 

 

（徳島橋～新町川埋立の経緯） 

・昭和 36年 市が徳島橋より南側、新町川までの寺島川埋立てを県に申請 

・昭和 42年 県が同じ部分の埋立を計画。先に市が行っていた埋立申請は取り下げ。 

       埋立地の利用については、県市で協議会を設置し決定することで合意。 

       寺島川埋立 

・昭和 45年 埋立地の使途について、南端に東警察署を整備すること、その他の埋立地については今

後協議することについて協議会で合意 

埋立地について県名義とする所有権保存 

・昭和 47年 旧警察署跡地及び後背地については県市共同で利用（県は青少年センターを整備、市は

文化施設を整備）することを協議会で合意 

・昭和 49年 県青少年センター開館 

・昭和 52年 市社会福祉センター開館（敷地は昭和 51年の覚書により県から無償貸与） 

・昭和 56年 市中央公民館開館（敷地は昭和 51年の覚書により県から無償貸与） 
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剣先橋～徳島橋埋立概要 

 

 

協定書の内容について 

 

※ 図において「警察署」とあるのは、現在の徳島中央警察署の位置ではなく、県青少年センター

（トモニプラザ）の位置である 

 

寺
島
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の踏切は、跨線橋

とし市の管理とす

る。

③徳島橋踏切

付近の道路敷

は市に移管す

る。

④

①

②

④ ③

寺
島
川
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文化センター敷地付近の土地の状況（概略図） 
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昭和３４年９月２６日徳島市議会議決 
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昭和３４年９月２６日徳島市議会議決 

     
 



7 

昭和３４年９月２６日徳島市議会議決 
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昭和３４年９月２６日徳島市議会議決 

      
 



9 

昭和３４年９月２６日徳島市議会議決 
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公有水面埋立免許・追認告示 

 

 
 

 

  ※ 追認告示は公有水面埋立法旧３６条２項（現在は廃止）に基づく追認 

  ※ この２つの告示の埋め立て面積の合計が、城内１－２３、１－２４、１－２５、幸町１丁目

２－１１、２－１２、２－１３の計６筆の面積に合致するが、告示第７２号、告示第１３７

号のそれぞれの範囲は不詳。 



11 

立体交差道路整備に関する新聞記事（S34.1.31徳島新聞） 
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立体交差道路整備に関する新聞記事（S34.6.23徳島新聞） 

 

 

 

 

  



13 

寺島川埋立に関する新聞記事（S34.9.16徳島新聞） 

 

 

 

  



14 

昭和34年 9月 16日 市議会記録（本会議） 

 

 

 



15 

県市の交渉に関する新聞記事（S34.9.18徳島新聞） 

 

 

 

  



16 

昭和34年 9月 18日 市議会記録（全員協議会招集） 

 

 

 

立体交差道路建設に関連をもつ寺島川埋立（知事諮問案）、立体道路敷地として公園用地の寄

附及び埋立による造成用地の取得並びに当市負担金の増額等に関し、堀江県道路計画課長から詳

細な説明を聴取するため左記により全員協議会を招集いたします 

 



17 

県市の交渉に関する新聞記事（S34.9.22徳島新聞） 

 

 

 

 

  



18 

昭和34年 9月 23日 市議会資料（全員協議会記録抜粋その１） 

 

大井議員 埋立地道路敷公園地合わせてどれ位か 

土木課長 道路敷を残して 1500 坪くらい 

 



19 

昭和34年 9月 23日 市議会資料（全員協議会記録抜粋その２） 

 

大川議員 跡地の利用方法は 

豊田市長 市役所横の市民グラウンドもなくなったので取り敢えずそれに似たものに利用した

い一千五百坪あれば一応の間に合うのではないかと思う 

（異議なし） 
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昭和34年 9月 23日 市議会資料（全員協議会記録抜粋その３） 

 

 

 

 



21 

昭和 34 年 9 月 23 日 市議会資料（本会議） 

 

 

 

※発言中、寺島川埋立地「百二坪」とあるのは、「五百二坪」の誤りと考えられる。 

 

 

 



22 

協定締結に関する新聞記事（S34.9.24徳島新聞） 

 

 

 



23 

協定締結の議決に関する新聞記事（S34.9.27徳島新聞） 
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立体交差道路整備に関する新聞記事（S35.1.7徳島新聞） 

 

 

立体交差道路整備に関する新聞記事（S35.1.30徳島新聞） 
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立体交差道路整備に関する新聞記事（S35.2.8徳島新聞） 

 

 

 

  



26 

立体交差道路整備に関する新聞記事（S36.3.28徳島新聞） 

 

  



27 

文化センター整備に関する新聞記事（S36.7.28徳島新聞） 

 

 

 



28 

昭和36年 11月 25日 市議会資料（全員協議会記録抜粋その１） 

 

 



29 

昭和36年 11月 25日 市議会資料（全員協議会記録抜粋その２） 

 
 

 次に、この利用される土地 1300 坪は徳島市にただ一つしかないものである。この計画、利用

は将来のために慎重に考えなければ、他を見渡してみてもないので、市民全部が利用していける

よう豪華でないが実質的な室が必要である。又徳新裏の民家の土地が坪 20 万円で売買されてお

り、そうするとあの地価は 50 万～100 万もする。この地価に１億 5000 万円の建物を建てるのは

将来のために早計ではないか。 

 



30 

文化センター整備に関する新聞記事（S36.12.24徳島新聞） 

 

 

 

 

  



31 

旧文化センター跡地付近の公図 

 

 

※ 複数の公図を組み合わせたうえ、所有者及び面積等を加筆したもの） 
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土地境界確定図（素案） 

 

 

 

※ 土地境界確定協議のために作成した資料。公図及び公簿面積等を参考に、各筆の所在・配置を割

り付けた一案である。 



33 

文化センター（仮称）建設計画の概要（昭和３６年１１月） 

※昭和３６年１１月に文化センター建設について市議会で説明した際の資料 
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文化センター（仮称）建設計画の概要（昭和３６年１１月） 
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文化センター（仮称）建設計画の概要（昭和３６年１１月） 

 

 

 

  



36 

徳島市文化会館新築工事図面（建物配置図部分） 
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文化センター建築にかかる確認通知書（昭和３７年７月） 

 

 
 


